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頁109款 07項 01目 013600000事業 町同和教育推進協議会事業

前年度当初

2,430合　計

2,430 2,430

01

本年度当初

2,430

本年度査定本年度要求本年度査定本年度要求

09 教育費 07 同和教育費 01 同和教育総務費 生涯学習人権推進課（人権）0101013000-0000

0136 町同和教育推進協議会事業

平23. 4. 1～平24. 3.31 新規 経常

教－社会教育費

本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算

2,430

2,430

2,700

2,700

△270

△270

2,700

2,700

2,297

１．事業の概要と必要性

(簡略番号：016931)

補助金等の名称

　【概要】
　　町同和教育推進協議会に社会部会、事業所部会、保育部会、学校部会、行政部会、調査
　広報部会、地域部会を設け、部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消に向け、研修会
　、懇談会等を開催する。
　【必要性】
　　町民一人ひとりの人権が尊重される町づくりをめざし、同和問題をはじめあらゆる差別
　の問題を正しく理解し、認識を深めるため、行政、学校、家庭、地域社会が密接連携を図
　り、暮らしの中にある課題に目を向けた学習、啓発が必要である。

２．根拠法令
　部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくする条例
　人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　次代を担う心豊な人が育つまちづくり・あらゆる差別をなくする総合計画

５．本年度の計画効果
　【事業内容】
　　各部会における会員研修、情報資料収集、部落問題懇談会の企画・運営
　　全体事業：同和教育推進大会等　企画・運営
　【効果】
　　各部会を設けることにより、自らを取り巻く状況の中で自分のこととして同和問題を考
　えることができるようになる。自らの問題として学習していくことにより、部会の会員、
　保護者及びPTA、地域住民を巻き込んで人権意識の醸成が期待できる。

６．財源の説明
　【一般財源】2,430千円
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

役務費12
需用費11

09 旅費
10 交際費

08 報償費
賃金07

工事請負費15
使用料及び賃借料14

13 委託料
予備費

28 繰出金

22 補償、補填及び賠償金

償還金､利子及び割引料23

積立金25
投資及び出資金24

26 寄附金
27 公課費

貸付金21
扶助費20

18 備品購入費
19 負担金､補助及び交付金

17 公有財産購入費
原材料費16
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